




機密性2完全性2可用性2（品質管理室）

加 除一覧表
［国民年金保険料］

業 務処理名 目次
力日

頁

表紙 ，、、，

書類の提出・受付・返戻等にかかる取扱い 38-3-1 ，、、，，38-3-2 

審査請求等に係る事務処理 共通編 43 
46 ，、、，

（審1)

各種報告書一覧 105-1～ 114 

学生納付特例事務取扱申出書 26 
－記載事項等変更届

学生納付特例事務法人指定申出書
II-10 37 ，、』， 48 

－記載事項等変更届 53 ，、』， 62 

国民年金保険料還付請求書 III-2 3～ 4 

平成

氏名

除
備考

確認

頁 枚数 欄

1 ，、、， l差替

1 38-3-1 ～38-3-2 l差替

2 43 ~、d （審1) 2差替

7 105-1～ 114 7差替

13 26 13 差替

6 37 ，、、， 48 6差替
トーーーーー－

5 53 ~、d 60 4差替

3～ 4 1差替

（平成28年6月24日改正分加除）

加除担当者

年 月 日

i=n 



改正箇所一覧（国民年金保険料） （別添）

業務処理名 ページ 項目 改正後 現行 改正理由 別添

決裁（専決）者一覧につ 38-3-2 国年適用 事務センター長 事務センターグループ長 文言訂正 3 

いて Eその他 年金事務所長（注2) 年金事務所課（室）長（注2)

※喪失被保険者
ファイル補正処理
票

審査請求等に係る事務 44 目次 様式第1号 審査請求書（審査官）※処分があったことを 様式第1号 審査請求書（審査官）※平成28年4月1日 経企指 4 

処理 【添付椋式等】 知った臼が平成28年4月1日以降である場合・・・23 以降の処分に限る・・・23 2016-25 

様式第1号 審査請求書（審査官）※処分があったことを 椋式第1号 審査請求書（審査官）※平成28年3月31
知った日が平成28年3月31日以前である場合・・・25 日以前の処分に限る ・・・25

各種報告書一覧 105-1 項番4 【経企連2016-39】 【監査指2014-24】 5 

項番7 後納郵便料金（一般郵便物）に係る検収報告 後納郵便料金（一般郵便物）に係る検収報告

後納郵便料金（本部拠点問小包）に係る検収報告
【総務指2013-29】

【総務指2013-29]
【総務指2015-15】

項番12 平成28年6月13日 平成28年4月28日
平成28年7月11日
平成28年8月12白 【人企指2015-36】
平成28年9月12日

【再生指2016-15]

項番13 【会資連2016-4】 【管理室指2015-25】

105-2 項番14 【会資連2016-5] 【管理室指2015-26】

項番25 会計・資産管理部施設管理G 会計・資産管理部管財G

105-3 項番26 会計・資産管理部施設管理G 会計・資産管理部管財G



業務処理名 ベ白ーシ、． 項目 改正後 現行 改正理由 別添

（各種報告書一覧） 105-3 項番31 【調達指2016-12】 【調達指2016-9] (5) 

105-5 項番67 その都度、指示等にて設定 平成26年4月17日（平成25年度実績）

メール（電子媒体）

随時、指示等により指示 【国年指2016-49】

105-6 項番77 【事推指2016-31】 【厚年指2015-83】※
【国年指2015-149】

項番78 項番167へ

項番80 【事推指2016-31] 【厚年指2015-83］※

105-7 項番83 本部へ直送 事務センター（とりまとめ）
事務センター（とりまとめ）

メール（電子媒体）
メール（電子媒体）

項番84 項番168へ

項番85 行動計画実施状況シート（厚生年金保険徴収関係） 行動計画実施状況シート

【事推指2016-9】 【厚年指2015-70]

項番90 5月25日まで 5月中旬（指示・依頼により報告期限を設定）

【事推指2016-30】 【厚年指2014-77]

項番91 5月25日まで 5月中旬（子旨不・依頼により報告期限を設定）

【事推指2016-30】 【厚年指2014-77】

項番96 翌月5営業日 翌月10日

全国共有フォルダへ登録

【事推指2016-6】 【厚年指2014-64]



業務処理名 ベaーン、． 項目 改正後 現行 改正理由 別添

（各種報告書一覧） 105-8 項番107 2月 2月上旬 (5) 

105-11 項番147 事務所、事務センター、地岐部、本部各部 事務所、事務センター

随時 年次及び随時

随時（必要に応じ指示にて設定） 圭g).盤産指丞・盤盟に工産主

情報セキュリティポリシー 【シ統指2015-3】※毎年2.l=J頃に発出

【シ統指2015-3】
掴限白延掴が亙能

105-12 項番151 リスク統括部リスク鉱盤皇・ リスク統括部リスク宣車§・
コンブライアンス部コンブライアンスG コンブライアンス部コンブライアンスG

【法コ指2016-13】※毎年発出 【リコ指2014-6】※毎年発出

項番152 コンブライアンス問題事案対応要領 【サ推指2013-46］※
（【品管指2013-86】
【＇）コ指2013-177】）

週間監査

項番155 地綾部へ：毎月15日 毎月15日

主盤へ：盆且25日

項番157 本部（＇lス2誼箆G）へ：翌20日まで 本部（日ス空鑑猛G）へ：翌20日まで

105-13 項番161 自主点検実施要領 自主点検実施要領

（本部用） （リンク付） （本部用）

項番164 MCA無線機通信ァスト実施結果報告

－－－－ーーーーーーーーーー－ー一ーーー－－－－－

項番165 認可申請対象者リスト

一一一一一一一項番166 オーダリングシスァム検収報告

一一一一一一一



業務処理名 ページ 項 目 改正後 現行 改正理由 別添

（各種報告書一覧） 105-13 項番167 滞納保険料等進捗管理表 項番78 一 (5) 

（国民年金部収納企画G、厚生年金保険部徴収企画G) （事業推進統括部国民年金事業推進G、事業推進統括
部厚生年金保険事業推進G)

項番168 国税委任対象事業所に係る徴収状況報告 項番84

（厚生年金保険部徴収企画G) （事業推進統括部厚生年金保険事業推進G)

学生納付特例事務取扱 II -10-1 概要 事業推進統括部国民年金事業推進G 国民年金部収納企画指導G 組織改編 6 

申出書・記載事項等変 本部の所管部署

更届
学生納付特例事務法人 本文中 地綾部 ブロック本部

指定申出書・記載事項
等変更届

＜例外＞ 【要件】 【要件】

概要 0国及び地方公共団体 0国及び地方公共団体
・国及び地方公共団体の設置する教育施設が・・・ －国及び地方公共団体の設置する教育施設が ・・・
（略）・・・ 管轄する盤撞杢盤挫盛盤{l弘主「坦星盤！とい （略）・・・管轄するブロック本部lこ・・・（略）。

三ιiに ・・・（略）。

【要件】 【要件】
＠＝争坦謹｛筆一｝盤呈は、 ・・・（略）。 ＠＝辛芝ロ立空杢盤是lま、 ・・・（略）。

II-10-5 ＜例外＞ 申出書に記載する事項や申出書用紙は管轄地域部に 申出書に記載する事項や申出書用紙はブロック本部に

1. (4) 備え付けていることを説明する。 備え付けていることを説明する。

①申出書
4砂手順

II-10-1 概要 ＠＝争地主要第一部の管轄地域の法人等と契約する場合

／ ／ ／ 
【要件】 も、地減第一部長が契約を締結する。

II-10-3 フロー図 返戻 (2箇所） 返戻〔差益玄揖畳量法華｝ (2箇所）

II-10-14 5. 地域第二部の管轄地域の事務法人と契約する場合、地
( 1）契約の締結 域第一部長での締結となる。
+Point 



業務処理名 ページ 項目 改正後 現行 改正理由 別添

（学生納付特例事務取 II-10-15 6. 各種報告書一覧項番67 各種報告書一覧項番58 事推指 (6) 

扱申出書・記獄事項等 (2）確認・指定状 2016-49 

変更届 況等の報告
学生納付特例事務法人 ・Point
指定申出書・記載事項
等変更届）

II -10-20 月IJ紙4 学生納付特例申請の代行事務に係る事務取扱要領 学生納付特例申請の代行事務に係る事務取扱要領

（固及び地方公共団体編） （国及び地方公共団体編）

霊感28主5.E] 星座27主7且

II -10-22 m. ,. 提出者が大学等教育施設に申請書を提出した時点で申 提出者に対して申請書を年金事務所等へ提出する日を

( 1 ）申請書の受 請したことになる。 必ず伝える。

付

（削除） ※ 申請書を年金事務所等が受理した時に申請したこと
となる。（申請日は年金事務所等の受理目）

申請が遅れると、申請目前に生じた不慮の事故や病気 送申請が遅れると、申請目前に生じた不慮の事故や病
による障害について、障害基礎年金を受け取ることがで 気による障害について、障害基礎年金を受け取ることが
きない場合がある。 できない場合がある。

学生納付特例を申請する期聞が学生の期間であり、複 学生納付特例を申請する期聞が、申請できる期間であ
数年度分の申請の場合は年度毎に申請書を作成してい り、複数年度分の申請の場合は年度毎に申請書を作成
ることを確認する。 していることを確認する。

（例：平成28年8月時点では、平成26年7月分までの期 （例：平成27年8月時点では、平成25年7月分までの期
聞について申請が可能。） 聞について申請が可能。）

II-10-23 (2）受付管理簿 ⑥ ・・・（略）・・・ 。 ＠ 一－（略）・・・。

の作成 ※ 例えば、平成28年度分の受付管理簿であれば主n.t※例えば、平成27年度分の受付管理簿であれば呈盛

30生産の年度末まで保管する。 29生産の年度末まで保管する。

II-10-24 2. ※周知に必要となるチラシ・リーフレットなどについて ※ 周知に必要となるチラシ・リーフレットなどについて

(2）国民年金制 は、日本年金機構から提供する。 は、ブロック本部等から提供する。

度の周知

IV. ・・（略）・・・日本年金機構本部地綾部（以下「機構本部 一・（時）・・・日本年金機構{1)2_旦、ソウ本部（以下!.2:f!:之
( 1) 挫盛盤Jという。） 立杢盤」という。）

(2）～（4) 機構本部地域部 ブロック本部



業務処理名 ベaーン、． 項目 改正後 現行 改正理由 別添

（学生納付特例事務取 II-10-37 別紙9 学生納付特例申請の代行事務に係る事務取扱要領 学生納付特例申請の代行事務に係る事務取扱要領 ｜事；推指 (6) 

扱申出書・記獄事項等 （学生納付特例事務法人編） （学生納付特例事務法人編） 2016-49 

変更届 平成28年5月 平成27年7月

学生納付特例事務法人
指定申出書・記獄事項 II-10-39 m. ,. 握出者が大学等教育施設に申請書を提出した時点で申 提出者に対して申請書を年金事務所等へ提出する日を

等変更届） （，）申請書の受 請したことになる。 必ず伝える。

｛寸

（削除） ※申請書を年金事務所等が受理した時に申請したこと
となる。（申請日は年金事務所等の受理日）

申請が遅れると、申請目前に生じた不慮の事故や病気 送申請が遅れると、申請目前に生じた不慮の事故や病

による障害について、障害基礎年金を受け取ることがで 気による障害について、障害基礎年金を受け取ることが

きない場合がある。 できない場合がある。

学生納付特例を申請する期聞が学生の期間であり、複 学生納付特例を申請する期聞が、申請できる期間であ

数年度分の申請の場合は年度毎に申請書を作成してい り、複数年度分の申請の場合は年度毎に申請書を作成

ることを確認する。 していることを確認する。

（例：平成28年8月時点では、平成26年7月分までの期 （例：平成27年8月時点では、平成25年7月分までの期

聞について申請が可能。） 聞について申請が可能。）

II -10-40 (2）受付管理簿 ⑥ ・・・（略）・・・。 ⑥ ・・・（略）・・・。

の作成 ※例えば、平成28年度分の受付管理簿であれば平成 ※ 例えば、平成27年度分の受付管理簿であれば平成

30年度の年度末まで保管する。 29年度の年度末まで保管する。

II-10-41 2. ※ 周知に必要となるチフシ・リーフレットなどについて ※ 周知に必要となるチフシ・リーフレットなどについて

(2）国民年金制 は、日本年金機構から提供する。 は、ブロック本部等から提供する。

度の周知

w. ,. ・・（略）・・・日本年金機構本部地域部（以下「機構本部 ・・・（略）・・・日本年金機構のブロック本部（以下!.LQ之
(, ) 坦撞盤Jという。） 2杢盤Jという。）

(2）～（4) 機構本部地域部 ｜ブロック本部

II-10-42 V. 機構本部地減部 ｜フロック本部

, .取扱件数の報

~ ョ
II -10-48 別添椋式5 （差替） （差替）

II-10-53 別紙12 （差替） （差替）



業務処理名 ページ 項目 改正後 現行 改正理由 別添

（学生納付特例事務取 II-10-54～55 見IJ紙13 地綾部 ｜フロック本部 事推指 (6) 

扱申出書・記載事項等 2016-49 

変更届 地域（第一）部長 ブロック本部長

学生納付特例事務法人
指定申出書・記載事項 II-10-56～59 見IJ紙14 （差替） （差替）

等変更届）

II-10-60 送付書 日本年金機構本部00地域部 0 0ブロック本部

II -10-61～62 見IJ寿氏15 （新規追加）

一一一一一一一国民年金保険料還付請 III-2-3 疑義照会 平成28年5月12日 2015-015

一一一一一一一一
疑麓照会欄 7 

求書 死亡者にかかる国民年金保険料の還付請求権につい 追加

て



業務処理名

表紙

目次

加 除 一 覧 表
［国民年金 保険料】

目次
頁

力日

，、、，

~、，，

書類の提出・受付・返戻等にかかる取扱い 5～ 6 

事務処理誤りの事例等について
共通編 41 ，、、，， 42 

（再発防止の徹底）

各種報告書一覧 105-1 ，、、，，105-6 

免除申請書（50歳以上）
2 

II-4 
4 ’‘、J 48 

免除・納付猶予申請書 （50歳未満） II-5 1 ，、、， 40 

滞納処分等に係る事務処理 V-1 ，、、， 4 

平成

氏名

除
備考

確認

｜枚数 欄頁

1 ，、、，， 1差替

，、、，， l差替

5～ 6 l差替
，－ーーーー，ーーーー

41 ，、、， 42 1差替

3 105-1 ，、、，105-6 3差替

2 l差替

23 4 r、、， 44 23 差替

20 ，、、， 39 20 差替
一

2 ，、、， 4 2差替

53 

（平成28年8月l日改正分加除）

加除担当者

年 月 日

FD 



改正箇所一覧（国民年金保険料） （男lj添）

業務処理名 ページ 項目 改正後 現行 改正理由 別添

目次 E免除・追納 4国民年金保険料免除申請書（豆旦藍以上） 4国民年金保険料免除申請書（豆旦盆以上）
5国民年金保険料免除・納付猶予申請書（豆旦盆未 5国民年金保険料免除・納付猶予申請書（皇♀盆未
満） 満）

※平成28年4月の組織改編に伴い、本マーユアル中の 組織改編
「ブロック本部J、本部の所管部署の表記については、原
則、以下のとおり読み替えをしてください。
orブロック本部Jは「地域部」へ
0本部の所管部署「国民年金部収納企画指導GJは
「事業推進統括部国民年金事業推進GJへ

書類の提出・受付・返戻 6 3. (3) 挫星誕は、宜盤血の所属長から提出されたチェック ブロック本部lま、フ口、ソケ管肉の所属長から提出された 2 

等にかかる取扱い シートを確認のうえとりまとめ、毎月20固までに機構本 チェツクシートを確認のうえとりまとめ、毎月20固までに
部リスク統括部に提出する。 機構本部品質管理部に提出する。

3. (4) なお、チェツクシートによる確認の結果、取組ができて なお、チェックシートによる確認の結果、取組ができて
いない項目がある場合は、拠点において改善計画書（任 いない項目がある場合は、拠点において改善計画書（任
意書式）を作成し、並盛麓及び本部リスク統括部に提出 意書式）を作成し、ブロック本部及び本部品質管理部に
する。 提出する。

4. (2) 上記（1）以外の事務センターの業務を年金事務所に 上記（1）以外の事務センターの業務を年金事務所に
おいて行う場合、・・・（略）・・・別添様式により本部事務 おいて行う場合、・・・（略）・・・男lj添線式により機備本部
センター統箔部の許可を必要とするものとする。 の許可を必要とするものとする。

本部事務センター統括部l玄、この許可を行った場合、 機構本部は、この許可を行った場合、その内容を速や
その内容を速やかに地綾部脊通じて事務センター長へ かにブロック本部事通して事務センタ一長へ通知するも
通知するものとする。 のとする。

本部事務センター統括部により許可された業務につい 機構本部により許可された業務については、・．
ては、・・・ （略）。 （略）。

処分決定に対する不服 42 等②）のの場事合務、処③理～誤dりの事実確認が不可能（証拠が無い 等②）のの場事合務、処③理～誤dりの事実確認が不可能（証拠が無い j去コ情 4 
申立てがあった場合 ⑤に進まず審査請求の案内を行うこ ⑤に進まず審査請求の案内を行うこ 2016-2 

（審査請求）の留意事項 と。②～⑤に時間を要し皇室且の審査請求（意思表示）の と。②～⑤lこ時間を要しに皇、立①Eのの受審付査及請び求地（方意厚思生表局示へ）の
期限が経過しないように、①の受付及び地方厚生局へ 期限が経過しないよう
の回付を優先し速やかに行うこと。なお、処分の取消の の回付を優先し速やかに行うこと。なお「処分の取消の
訴えは、審査請求手経た後でなければ提起することがで 訴えは、審査請求、再審査請求の裁決芥経た後でなけ
きない（注）とされているので注意すること。 れば提記することができないの lとされているので注意す
（注）厚生年金保険法第91条に規定する処分（厚年徴収 ること。
に盛~盟公筆｝圭隆三

・5



業務処理名 ベ命ーン、． 項目 改正後 現行 改正理由 別添

各種報告書一覧 105-1 項番9 【人事連2016-13】 【人管指2015-56】 一 5 

項番10 M2クフス以よ：人事第1G
M1クラス：人事第2G

人事企画室人事管理G

Cクラス：人事第3G
Sクラス：人事第4G

105-3 項番31 【調達連2016-12］平成28年度調達計画の見直し（第1四 調達計画書

半期）

【調達連2016-12】 【調達指2016-12】

項番35 【調達連2016-6] 【調達指2015-23】（グリーン購入法）

105-5 項番59 （削除） ねんきんネット「国民年金被保険者情報照会シスァムJ
におけるダウンロード機能の許可申請

項番60 本部へ直送 地域部

毎月1fil;iまでに本部提出 毎月盆Eまでに本部提出

【固年連2016-1】 【国年指2014-75】

期限厳守 期限の延期が可能

項番61 本部へ直送 地綾部

【国年連2016-1】 【固年指2014-75】

免除申請書 II-4 業務処理名 免除申請書（豆旦盆以上） 免除申請書（呈旦盆以上） 国年指 6 

(50麓以上）
2016-85 
2016-87 

II -4-1 本部の所管部署 事業推進統括部国民年金事業推進G 国民年金部収納企画指導G 組織改編

II-4-2 提出 Gi" 生活扶助以外の扶助・失業・災害・DV被害者を理由 Gi" 生活扶助以外の扶助・失業・災害・DV被害者を理由 国年指

Point とした承認を除く全額免除および納付猶予に限り、申し とした承認を除く全額免除および若年者納付猶予に限 2016-85 

出により翌年度以降の申請書の提出が不要となる。（継 り、申し出により翌年度以降の申請書の提出が不要とな 2016-87 

続申請） る。（継続申請）

II-4-5 1. 50議以上の全額・一部免除を申請するときの手続きで 30歳以上の全額・一部免除を申請するときの手続きで

( 1）内容確認 あることを確認する。 あることを確認する。

。手順

(2）制度に関する 納付猶予は、平成28年6月以前は30歳未満が対象と

一一一一一一説明 なる。
+Point 

内 E



業務処理名 ページ 項目 改正後 現行 改正理由 別添

（免除申請書 II-4-7 (3) －申請年度とは、7月から翌年6月までの免除サイクルと －申請年度とは、7月から翌年6月までの免除サイクルと 国年指 (6) 

(50歳以上）） ③申請の時期 する。（申請年が鐙 主の場合、平成Z皇主明 から平成 する。 （申請年が'll.主の場合、平成'll.主7月から平成 2016-85 

+Point Z旦~6月の期間を指す。 ） 主主主E.6月の期間を指す。） 2016-87 

II -4-13 2. 受付印を押印し、・・・（略） ・・・ f免除申請書（豆旦盆以 受付印を押印し、 ・・・ （略）・・・「免除申請書担旦量以
( 1）受付及び内容 上）点検・審査役割分担表（チェツクシート）J（こより点検 上）点検・審査役割分担表（チヱツクシート）」により点検
点検 を行う。 を行う。
4砂手順

II-4-14 3. ( 1) 申請書の各項目について、記入漏れ等が無いか、『免 申請書の各項目について、記入漏れ等が無いか、 「免
①記入肉容及び 除申請書（豆旦盆以上）点検・審査役割分担表（チェック 除申請書（豆旦盆以上）点検・審査役割分担表（チェック
添付書類等の審 シート）」による審査を行う。 シート）Jによる審査を行う。
査
4・手順

II-4-28～29 様式 （差替） （差替） j去コ情
2016-2 

II-4-30～36 （差替） （差替） 国年指
国民年金保険料免除・納付猶予申請書 国民年金保険料免除・納付猶予申請書 2016-85 

2016-87 

II-4-39～48 点検・審査役割分 免除申請書｛豆旦盆以上） 免除申請書也旦藍以上）
担表（チエツウシート）

免除・納付猶予申請書 II-5 業務処理名 免除・納付猶予申請書（豆旦盆未満） 免除・納付猶予申請書（豆旦盆未満） 7 
(50怠未満）

II-5-1 本部の所管部署 事業推進統括部国民年金事業推進G 国民年金部収納企画指導G 組織改編

目的 国民年金保険料の納付義務の免除を希望するときの申 国民年金保険料の納付義務の免除を希望するときの申 国年指
請（申請免除・納付猶予） 請（申請免除・若年者納付猶予） 2016-85 

2016-87 

概要 （注3）＝争納付猶予は本人と配偶者の所得のみで判定す （注3）＝辛若年者納付猶予は本人と配偶者の所得のみで
る。このため、世帯主の所得が高いために保険料免除 判定する。このため、世帯主の所得が高いために保険
の対象とならなかった方が、納付猶予の申請により対象 料免除の対象とならなかった方が、若年者納付猶予の
となる。 申請により対象となる。

（注4）＝争 継続申請者は、申請書を提出しなくても、前年 （注4）コ 継続申請者は、申請書を提出しなくても、前年
度に承認された全額免除又は納付猶予の承認期間終 度に承認された全額免除又は若年者納付猶予の承認
了後、引き続き同ーの寝由により申請を行ったものとみ 期間終了後、引き続き同ーの事由により申請を行ったも
なされる。 のとみなされる。

3 ξ 



業務処理名 ページ 項目 改正後 現行 改正理由 別添

（免除・納付猶予申請書 II-5-2 概要 （注9）司納付猶予は平成28年6月以前の期聞は、30歳

------------
国年指 (7) 

(50歳未満）） 未満であった期聞が対象となる。 2016-85 
2016-87 

Point Gi" 生活扶助以外の扶助・失業・災害・DV被害者を理由 Gi" 生活扶助以外の扶助・失業・災害・DV被害者を理由
とした承認を除く全額免除および納付猶予に限り、申し とした承認を除く全額免除および若年納付猶予に限り、
出により翌年度以降の申請書の提出が不要となる。（継 申し出により翌年度以降の申請書の提出が不要となる。

続申請） （継続申請）

II-5-3 条文 77条の5（納付猶予の申請） 77条の5（若年者納付猶予の申請）

【国年則】 16改附19条（保険料の免除の特例（組位猶圭）） 16改附19条（保険料の免除の特例（蓋主主組盆遁壬））

II-5-5 1. 豆旦盆未満の全額・一部免除、納付猶予を申請するとき ~盆未満の全額・一部免除、納付猶予を申請するとき
( 1 ）内容確認 の手続きであることを確認する。 の手続きであることを確認する。

．手順

(2）制度に関する 納付猶予は、平成28年6月以前は30歳未満が対象とな

ノ ／／／
説明 る。・Point
ω類申請免除の種 イ、納付猶予 イ、若年者納付猶予

4砂手順

II-5-7 (3) －申請年度とは、7月から翌年6月までの免除サイクルと －申請年度とは、 7月から翌年6月までの免除サイクルと

③申請の時期 する。（申請年が盆主の場合、平成鐙主7月から平成 する。（申請年が~の場合、平成z..z主7月から平成
+Point Z呈主6月の期間を指す。） Z呈主6月の期間を指す。）

II-5-9 
⑥4・継手続申請

継続申請を希望した場合で、 ・・・ （略） ・・・または組盆 継続申請を希望した場合で、・・・ （略）・・・または蓋主

JI頂 遁玉が家認されたときは、翌年以降の申請手続きを省 者納付猶予が承認されたときは、翌年以降の申請手続

略できることを説明する。 きを省略できることを説明する。

⑥追納勧奨 保険料の免除や納付猶予は納付議務を免除する制度 保険料の免除や若年者納付猶予は納付義務を免除す

.手順 であり、・・・（略）。 る制度であり、・・・（略）。

II -5-13 2. 受付印を押印し、・・・（略）・・・「免除・納付猶予申請書 受付印を押印し、・・・（略） ・・・ 「国民年金保険料免除・

( 1）受付及び内 (50歳未満）点検・審査役割分担表（チェツクシート）」に 組仕猶壬自誼書〔30畠圭温｝点検・審査役割分担表

容点検 より点検を行う。 （チェツクシート）Jにより点検を行う。

。手順

4 5 



業務処理名 ページ 項 目 改正後 現行 改正理由 別添

（免除・納付猶予申請書 II-5-14 3. ( 1) 申請書の各項目について、記入漏れ等が無いか「危盤ニ 申請書の各項目について、記入漏れ等が無いか「国墨 国年指 (7) 

(50歳未満）） ①！2入内容及び 組位猫圭堕譜壷〔50謹圭濫｝点検・審査役割分担表 生金量陸魁生陸・組位盤壬盟諸壷｛30畠圭誼｝点検・審 2016-85 

添付書類等の審 （チヱツクシート）」による審査を行う。 査役割分担表（チェツクシート）Jによる審査を行う。 2016-87 

査
4砂手順

II-5-22～25 様式 （差替） （差替） 法コ情
2016-2 

II -5-31～40 点検・審査役割分 免除・納付猶予申請書（豆旦皐未満） 免除・納付猶予申請書（呈旦盆未満） 国年指

担表（チェッウシート） 2016-85 
2016-87 

滞納処分等に係る事務 V-1-1 本部の所管部署 事業推進統括部国民年金事業推進G 国民年金部収納企画指導G 組織改編 8 

処理

V-1-3 疑義照会 平成28年6月20臼 2016-6

一一一一一一一
疑事量照会欄

時効中断の考え方について 追加

5 5 



業 務処理名

表紙

加除一覧表
｛国民年金保険料】

目次
頁

力日

，、、，

20 ，、、， 21-1 

21-14 ，、』，21-15 

書類の提出・受付・返戻等にかかる取扱い 2i-24 ，、、， 21-25 

共通編
27 ，句、， 27-7 

31 －、， 31-1 

審査請求に係る事務処理 43 
46 ，、、，

（審17)

各種報告書一覧 105-1 ，、、， 114 

過誤納者整理票・還付決定通知書 III-1 
1(1) 

10 ，、、， 23 

国民年金保険料還付請求書
2 

III-2 
7～ 18 

平成

氏名

除
備考

確認

枚数 頁 枚数 欄

，、、， l差替

20 ，、、， 21-1 l差替

1 21-14 ，、、， 21-15 l差替

1 21-24 ，、、， 21-26 2差替

4 27 ，、、， 27-7 4差替

31 ，、、d 31-1 1差替

10 43 
46 

10 差替－、J

（審17)
ト一一一一一ー

7 105-1 ，、、， 114 7差替

1(1) l差替
’mーーーーーーーー－

7 10 ，、、， 24 8差替

1 2 1差替

一6 7～ 11 3差替

（平成28年8月31日改正分加除）

加 除 担 当 者

年 月 日

i=n 



改正箇所一覧（国民年金保険料） （別添）

業務処理名 ベ。ーン、． 項目 改正後 現行 改正理由 別活

受付処理簿 20 受付進捗管理シ （差替） （差替） 制度改正

ステムの登録処 フロー図中 フロー図中

理 厘丘昆 箪＝章霊昌会

21-14 7. ( 1) 0「年金記録訂正請求書兼年金記録に係る確認調査申
③外部送付中 立書」等を地方厚生局に送付する場合に登録する。

・手順

+Point 「国民年金原簿及び厚生年金保険原簿の訂正に関する
事務処理要領J（要領第169号）参照。

・見出し （削除） ④第二委送付中

4・手順 （削除） 第三者委員会に届書等を送付する場合に登録する。

。Point （削除） 第三者委員会の関連の処理の流れは15.(1）第三者
委員会関係の届害等を参照。

。見出し 組処理済 盟処理済

21-15 ＠処理不要 ＠処理不要

包囲送済 盟国送済

21-24 14.個別の届寄 ( 1 ）訂正請求関係の届書 ( 1 ）第三者委員会関係の届書等

等の取扱い
。見出し 訂正請求における「年金記録訂正請求書兼年金記録に 第三者委員会に送付する「年金記録に係る確認申立
4砂手順 係る確認調査申立書J及び「取下書」の取扱いは、「国民 書」（以下「申立書Jという。）の取扱いは以下のとおり。

年金原簿及び厚生年金保険原簿の訂正に関する事務
処理要領」（要領第169号）を参照する。

・見出し （削除） ψ第二者委員会への送付

4砂手順 事務センターが申立書を第三者委員会に送付する場合
は、処理状態等「第三委送付』を登録する。
原本を第三者委員会に送付し、写しを保管する。

．見出し （削除） ②審議結果を受領した時の登録

・手順 申立書の写しのバーコードにより、処理状態等「受付」を
登録する。
また、審議結果により、以下の処理を行う。

’IA 



業務処理名 ページ 項目 改正後 現行 改正理由 別添

（受付処理簿） 4・見出し （削除） 0記録訂正なしの場合 制度改正 (,) 

.手順 処理状態等「処理済Jを登録する。

・見出し （削除） O記録訂正あり、本人勧奨不要の場合

。手順 ア．記録訂正の処理票（被保険者記録補正依頼・回答票
兼補正処理票）Iこバーコードを貼付し、新規受付登録を
行う。また、照会／情報更新画面の関連届書情報に申立
書のバーコードを登録する。
イ．記録訂正の処理終了後、処理票及び申立書の処理
状態等『処理済」を登録する。

4・見出し （削除） 0記録訂正あり、本人勧奨必要の場合

・手順 ア．記録訂正の処理票（被保険者記録補正依頼・回答票
兼補正処理票)Iこバーコードを貼付し、新規受付登録を
行う。また、照会／情報更新画面の関連届書情報に申立
書のバーコードを登録する。
イ．記録訂正の処理終了後、処理票の処理状態等「処
理済Jを登録する。

， 
ウ．本人に勧奨を行う場合は、申立書の処理状態等「本
人照会日」を登録する。

・Point メモ欄に本人への送付物を登録する。
勧奨後、再三督促しても回答がない場合は、処理状態
等「記録照会済」及び「処理済jを登録し、メモ欄に事蹟
を登録する。

・見出し （削除） 0本人勧奨の確認

4・手順 本人勧奨を行った申立書については、検索画面で該当
者を検索し、定期的に進捗状況を確認する。

27-1～7 届書コード一覧 （差替） （差替）

受付控え 31 , .受付控えの交 窓口で受付控えを即時交付する場合等は、「サービスス 窓口で受付控えを即時交付する場合等は、『サービスス

イ寸 タンダード実施要領J、『固E差金厘準孟I.E厘主主金量 タンダード実施要領」、 「差金E鐘に盛~自立主iこ誼主~
4砂手順 陸直撞!!2il正に国主益重盛処理墓鍾 ｜又は下記の「3.

対象書類以外』に基づき手作業で作成する。
畠っ:!t6!lこ国主~霊位筆蔓濫圭鑓マーュZLレ ｜文は下記
の「3.対象書類以外」に基づき手作業で作成する。

+Point 「差金記鐘証正誼塞壷韮差金記録に盛益盛認翻査自立 生金記録に盛~盛認直立壷の受付控えついては、L主
壷iの受付控えl三ついては、「国民年金原簿及び厚生年 金記鍾に盛~自立工に誼主~あ2:!t&lこ国主益霊位筆
金盤睦鹿箪!!2Il正に国主益重蓋盟理霊箇I｛霊鍾筆16 童話圭鐘マーュZLレ｜査盆盟。
9呈｝盆Jm.,

> JI, 



業務処理名 ベ筒ーン、． 項目 改正後 現行 改正理由 別添

（受付控え） 31 2.対象書類 【窓口受付】 【窓口受付】 制度改正 (,) 

4砂手順 ②年金記録訂正請求書兼年金記録に係る確認調査申 ②年金記録に係る確認申立書

立書

【送付受付】 【送付受付】
②年金記録訂正請求書兼年金記録に係る確認調査申 ②年金記録に係る確認申立書

立書

審査請求等に係る事務 43～45 目次 （差替） （差替） 2 

処理

46（審，) , . (2) ※上表右欄に掲載の各法により、審査官又は審査会を 事推指

～（審2) 請求先として審査請求ができるものを除く処分に係る審 2016-75※ 

査請求（改正行政不服審査法（平成26年法律第68号）施
行前の異議申立て相当。健康保険の被扶養者の認定、
不認定又は削除、任意適用事業所の認可、任意適用事
業所取消の認可に係るもの等。）の取扱いについては、
平成28年7月6日【事推指2016-75・経企指2016-27】を
参照のこと。

各種報告書一覧 105-1 項番7 事務所、事務センター、地域部、杢盤 事務所、事務センター、地域部 3 

【総務連2016田 10]

105-3 項番26 年金事務所等機械警備等保安業務検杏報告 年金事務所等機械警備の検査確認書のi美付

【管理室指2016-13] 【財務指2011-49】

項番33 等級拡大の件数及び低入札価絡調査の状況の報告 官公需契約実績額及び官公需契約見込額等の取りまと
め

【調達連2016-5] 【調達指2015-20】

105-6 項番70 月次 期次（四半期）

毎月10日（地域部へ） 4月、7月、 10月、 1月の15日
毎月20日（本部へ）

メール（電子媒体）

【事推指2016-12】※ 【国年指2014-109】

項番75 【事推指2016-12】※ 【国年指2015-161】

105-7 項番83 【事推連2016-53】 【厚年指2015-107】

J. 14 



業務処理名 ページ 項目 改正後 現行 改正理由 別添

（各種報告書一覧） 105-9 項番119 10月、1月、4月 Z且~JO月、 1 月、 4月 (3) 

項番121 年金委員理事長表彰推薦書調書及び理事長表彫被 年金委員 理事長表彰推薦書
椎車事者調書

呈且 エ且

項番122 年金委員翠蔓表彰対象者一覧 年金委員 ブロック本部長表彰対象者一覧

皇且 呈且

項番123 9月 8月

105-10 項番125 郵送（紙） 共有フォルダ

項番132 平成28年5月27日 平成28年5月中旬（予定）

【相サ連2016-59】※ ※平成28年7月発出予定

105-11 項番138 【年相指2016-17】 ※平成28年3月下旬発出予定

項番139 【年相指2016-17】 ※平成28年3月下旬発出予定

項番140 【年相指2016-17] ※平成28年3月下旬発出予定

項番，4, 【相サ連2016-44] ※平成28年4月発出予定

項番143 【相サ連2016-44] ※平成28年4月発出予定

105-13 項番160 監査部企画掴整G 監査部監査企画G

項番161 監査部監査筆1G 監査部杢盤監査G

4 14 



業務処理名 ページ 項目 改正後 現行 改正理由 別添

過誤納者整理累・還付 m-1-1 本部の所管部署 事業推進統括部国民年金事業推進G 国民年金部収納企画指導G 組織改編 4 

決定通知書
m-1-11 。見出し 6.手管理債権の還付・充当処理 国年指

2016-56 

( 1 ）対象となる過誤納金

4砂手順 国民年金担当課において管理する債権のうち、社会保
険オンラインシステム（以下「システム」という。）において
還付・充当すべき金額を決定できないもの。

・Point （例）過誤納発生日時点で2年1か月を経過した未納月
へ充当を要する過誤納金、沖縄特別措置にかかる過誤
納金等

・見出し (2）過誤納発生から本部事業推進統括部への報告

4砂手順 過誤納の判明
（事務センター等）
・延滞金及び返納金債権に過誤納となる事由が判明し
た場合は、「徴収簿情報登録処理票（徴収決定済額）」
（届書600）を起票し、経過資料を添付して、所長の決裁
を受け、入力する。

・国民年金保険料にかかる過誤納金については、被保
険者記録等を確認し、手管理債権の還付・充当の対象
となると判断されたものについて「過誤納還付充当記録
取消処理票J（届書643四 2）により過誤納記録を取消す。

・Point 徴収決定済額の取消文は更生滅を理由とする過誤納の
場合は、併せて徴収決定済額の変更にかかるデータ畳
録も必要となる。

「過誤納者整理票」が出力される場合、処理種別9（取
消）として登録すると、過誤納記録に居歴が残らないた
め、 「過誤納者整理票Jは種別9以外の種別により入力
し、「過誤納還付充当記録取消処理票Jにより過誤納記
録を取消すこと。なお、沖縄特別措置にかかる過誤納金
はシステムに過誤納記録が登録されないため、過誤納
者整理票を手作業により作成すること。

m-1-12 4砂手順 報告用データの作成
（年金事務所等）
・上記「過誤納の判明JIこより発生した過誤納は、犠式1
「手管理債権還付・充当報告書」（以下「報告書」とい
う。）へ必要事項を登録し、機式2「過誤納額還付（充当）
調査決定処理伺Jを印刷のうえ、経過資料を添付して、
所長資料を添付して、所長決裁を受ける。

5 ，』



業務処理名 ｜ ページ

（過誤納者整理票・還付1mート12
決定通知書）

m-1-13 

項目

．手順

+Point 

4砂手順

+Point 

4砂手順

+Point 

改正後

報告データの登録
（年金事務所等→機構本部）
・上記「報告用データの作成Jにより作成した報告書は個
人情報が含まれるため、パスワードを設定し、以下の畳
録先に格納する。（パスワードについては年金事務所長
あてにメール連絡する。）

・畳録の際は報告書のみとし、その他資料等は報告不
要とする。
【畳録先】

報告用のエクセルファイル名は、統一事務所コード、年
金事務所名、 r・手管理還付」及び発行年月（4桁）とす
る。

登録データのとりまとめと調査決定の依頼
（機構本部→厚生労働省年金局）
－機構本部は毎週金曜日（金曜日が休日の場合は前営
業日）の18時までに所定のフォルダへ登録された報告書
を確認し、取りまとめる。

取りまとめた報告書は、内容に不備があるものを除き翌
週3営業日目に麗入徴収官（厚生労働省年金局事業管
理課長）あて報告する。

過誤納額還付・充当の調査決定
（厚生労働省年金局→機構本部）
・機構本部から送付された報告書に基づき、過誤納額還
付・充当の調査決定を行う。調査決定後は決裁完了通
知を機構本部へ送付する。
また、充当が発生する者について、「還付・充当通知書」
へ麓入徴収官印を押印し、機構本部へ送付する。

決裁完了の報告と還付・充当通知書の送付
（機構本部→年金事務所等）
機構本部は厚生労働省年金局より送付を受けた決裁完
了通知の写し及び、押印を受けた「還付・充当通知書Jを
鼓当年金事務所等へ送付する。

厚生労働省年金局における調査決定日は本部報告の
翌営業日となるが、決裁完了通知及び「還付・充当通知
書」の送付までの標準的な回数は、本部から年金局へ
の報告より10～15営業日を目安とする。

6, 14 

現行 改正理由 ｜別添

国年指 I (4) 
2016-56 



業務処理名 ページ 項目 改正後 現行 別添

（過誤納者整理票・還付 m-1-13 ・見出し (3）調査決定後の事務処理 (4) 

決定通知書）
・手順 被保険者記録の整備

・過誤納還付・充当の調査決定の結果、充当が発生する
場合は、上記「決裁完了の報告と還付・充当通知書の送
付JIこより受け付けた決裁完了通知に基づき、充当の処
理を行う。

・Point ｜延滞金に還付が発生した場合は、 「延滞金過誤納還付
登録処理票」（届書511-1）の入力を行う。

・手順 ｜還付請求書の送付
－還付のみの場合
「過誤納者還付通知書」を作成し、「過誤納額還付請求 l

／〆 1 、

書」及び配舷例と併せて、還付を受けるべき者に送付す
る。

・充当が発生する場合
歳入徴収官の押印を受けた『還付・充当通知書」を「過
誤納額還付請求書」及び記載例と併せて、還付・充当を
受けるべき者に送付する。

・「過誤納額還付（充当）調査決定処理伺」に還付請求書
送付年月日を記載し、債権管理簿を整理するとともに、
「還付（充当）整理簿」を作成し、管理を行う。

m-1-21～22 ｜藤式 （差替）

国民年盃保険料還付請1m-2-1 ｜本部の所管部署事業推進統括部国民年金事業推進G 国民年金部収納企画指導G 組織改錫 5 

求書
m-2-s 4砂見出し 4.特別対応者及びADAMS畳録エラー者 国年指

2012-151※ 

( 1）支払請求データの作成・登録 事推指
2016-83 

。手順 ｜保険料還付金の受付・審査が終わったものについては、
「保険料還付金等請求書入力表J（以下「入力表」とい
う。）を作成・データ出力し、本部に登録する。

。Point ｜入力表のファイル原本は、

7 14 



業務処理名 ページ 項目 改正後 現行 改正理由 別添

（国民年金保険料遺付 m-2-a ・見出し 1データの作成 固ま手旨 (5) 

請求書） 2012-151※ 
4惨手順 入力表の各項目への入力にあたっては、「保険料還付 事推指

金等請求書入力表Jの作成時における主なチェック事項 2016-83 

を参照し、入力漏れや誤り等がないよう必ず複数人で入
力内容の確認を行うこと。

入力表の各項目の入力・確認が終わったら、「データ出
カ」ボタンをクリックし、入力したデータを出力すること。
出力することで、入力表ファイルと同じフォルダ肉に「遺
付請求データJフォルダが作成され、その中にデータフア
イル（エクセjレ）が作成されているので、確認すること。

・Point ｜出力されるファイル名
「箇所符号（4桁）J「箇所名」「報告年月日（西暦8桁）J「還
付請求データ」（例：：0100北海道事務センタ－20160627
還付請求データ）

m-2-9 l・見出し

4砂手順 データファイルの登録は、グループ又は謀ごとで差支え
ないが、その場合はファイル名の最後にグループ又は
課の略称（国年・厚年・給付）を追加で記入すること。

・Point ｜データファイルには自動的にパスワード保護が鉛かり、
作成後に修正を行うことはできないため、ファイル名・作
成日を十分確認し、登録すること。

支払請求データの作成・登録の手順にて全国共有フオ
ルダに登録された保険料還付金等のデータファイルは、
本部事業推進統括部で取りまとめを行い、厚生労働省
年金局に進達することになる。

・見出し ③還付金等支払データ件数報告

。手順 データファイルの登録を貼付後、「還付金等支払データ
件数報告シート」を作成し、保険料還付金等支払メール

アドレス 宛に送付すること。

+Point ｜還付金等支払データ件数報告シートは、



業務処理名 ｜ ページ

（国民年金保険料還付 lfil-2-9
請求書）

m-2-9～10 

m-2四 10

項目
。見出し

。手順

+Point 

・見出し

・手順

+Point 

。見出し

．手順

・Point

改正後

(2）支払請求データ登録後のエラー対応及び支払予定
日の確認方法

①処理結果の確認

をファイ
ル中の一番右の列に表示するため、確認すること。

保険料還付金等のデータファイルをADAMSに畳録す
る際、支払機関コードや口座番号が間違っている場合、
データがADAMSに登録できずにエラー分として返却さ
れることがある。

吟DAMS登録でエラーとなった場合

保険料還付金等のデータがADAMSに登録できずにエ
ラー分として返却された場合、当該エラー分は支払デー
タから削除した上で、
．．．．．．．．．．．．．．． ．．．．． のファイルを作成し、掲示する。

エラー一貫には、エラー理由を記載しているので、速や
かに確認、修Eのよ、あらためて修正日以後の全国共
有フォルダの登録用フォルダに新規扱いで再登録するこ
と。

各部署にて定期的に処理結果を確認すること。

3支払予定日の確認

保険料還付金等スケジュールは、機構LAN電子掲示板
に掲示する。
LAN電子掲示板→機構全体掲示桓→業務マニュアJレ・
業務スケジュール・機構業務通信→業務スケジュール

「振込予定年月日Jは、日本銀行に支払依頼データを回
付する日を表している。金融機関側の手続きの都合によ
り、実際に受取人の口座への入金が数日後になる場合
もある。

現行 改正理由｜別添

国年指 I C5) 
2012-151※ 
事推指
2016-83 



業務処理名 ｜ ページ

（国民年金保障料還付 1m-2-10
請求書）

m-2-11 

項目

．見出し

4砂手順

4・Point
4砂手順

。見出し

・手順

改正後

(3）支払不能となった支払請求データの訂正方法

①支払不能一覧表の確認

保険料還付金等の支払データについて、ADAMSには
正常に登録されていたにも関わらず口座名義相違等の
理由により振込が出来なかった場合、財務省会計セン
ターから厚生労働省年金局経由で本部に対し、「支払不
能一覧Jが展開される。

支払不能一覧に掲載されているデータについては、不備
となった事項を速やかに確認・訂正報告をしたうえで、再
支払処理を行う。

支払不能一覧表に各部署が登録したデータが掲示され
ている場合は、支払不能一覧表に記織された「不能態
様Jにより不備事項を確認すること。
※「不能態様」コード：
「3J..・該当口座なし
「4J • ..口座名義相違
「9J・・・その他（長期間口座不使用による凍結などお客
椋都合による理由）

店、訂正データの作成・訂正登録

支払不能理由の特定後、訂正報告様式の作成・登録が
必要。報告椋式は以下のフォルダ中に格納されている。
ファイル原本は必要に応じ本部で随時更新を行うため、
毎回作成する際にコピーして作成すること。

報告様式作成後、ファイル名を次のとおり変更すること。
部署ごとに報告する場合は、ファイル名の最後に「国年J
「厚年Jr給付」を加えること。

【報告ファイル名】
「統一事務所コード（4桁）」『箇所名」「報告年月日（西暦8

桁）J「支払不能訂正報告J
（例：0100北海道事務センター20160627支払不能訂正報
告（国年））

’0 1t. 

現行 改正理由｜ 月I］添

(5) 



業務処理名 ベ向ーシ、． 項目 改正後 現行 改正理由 別添

（国民年金保険料還付 m-2-11 ・見出し 3再振込予定日の確認・再支払不能の対応 国年旨 (5) 

請求書）
2012-151※ 

．手順 再支払いまでは、 2～3週間程度を要しているが、処理 事推指

状況については、以下のフォルダ肉に『支払不能訂正報 2016-83 

告分処理状況J（エクセル）ファイルを定期的に更新して
掲織する。

・Point ｜支払不能一覧表に出力されている日とページ（エクセル
のE伊JとF~J)から検索し「会計センター依頼回 J （エクセ
ルのAC列）に記載している日付の翌営業日が再振込日
となる。

m-2-12 ｜・見出し

①支払請求データの取消

・手順 ｜訂正内容の確認が取れずに半年以上支払不能となって
いる場合、ADAMSから支払データを一旦取消す必要
がある。
支払不能となっている支払データを取消した後、訂正肉
容が判明した場合は、あらためて新規扱いで支払請求
データを全国フォルダに登録（支払不能の訂正登録では
ない。）したうえで、本部事業推進統括部にその旨を連
絡すること。

保険料還付金等の支払データの登録後、請求者が死亡
した場合や支払不能の状態になってから半年以上が経
過した場合など、ADAMSから支払請求データを取消す
必要が生じた場合は、別紙2「0000支払登録データ
の取消について（依頼）Jの様式を作成・押印のうえ、本
部事業推進統括部に進達すること。

4砂見出し ｜②振込町関係（引き舵依頼）

4砂手順 保険料還付金等の支払いに係る振込通知書（振込手続
き完了のお知らせ）について、請求者が海外に在住して
いる場合や通知書の送付を拒否している場合など、
データ登録上の住所以外の住所に通知書を送付するた
めに引き抜きが必要となる場合は、『振込通知書引き抜
き依頼シート」を作成し、保険料還付金等支払メールアド
レス 宛に送付すること。

+Point ｜支払不能となった支払データを訂正し、再振込を行う場
合、振込通知書は再送していないため、留意すること。

11 14 



業務処理名 ページ 項目 改正後 現行 別添

（国民年金保険料還付 m-2-12 ・見出し 3保険料還付金等の振込の際の通帳への印字内容 (5) 

請求書）
．手順 保険料還付金等の振込の館、各金融機関等が通帳に

印字する明細については、すべて次のとおりとなる。
『年金局事業企画課長J文は「ネンキンキョクジギョウキ
カクカチョウ」

+Point ｜官署支出官名で振込されている。
金融機関側のシステムの都合により、頭から10文字や
12文字で切られてしまうことがある。

m-2-13 l・見出し 19.....その他 生」その他 (5) 

6.保険料還付金等の支払期間経過未受領金の償還請 国年指

求 2010-519※ 
事推指

。手順 ｜厚生労働省年金局が送付する「償還請求勧奨依頼書」
に基づき、支払期間経過により未だ受領されていない慣

2016-83 

権の受取人たる者を翻査し、償還請求の勧奨事務を行
つ。

.見出し ｜①還付金等未開リストω る事務

．手順 還付金等未受領者リストに掲載された朱受領金は、年
金局の支出官が支出決定した債務であるが、支出情報
では還付金等を決定した年金事務所が特定できない。
そのため本部事業推進統括部において債主コード等を
元に、年金事務所及び債権者を特定する。

・Point l郵送した勧奨状が「配達先不明j、「転居先不明Jなどで
配達不能となった場合、債権の受取人たる者の所在を
調査し、権利を有する者が制度不知により権利を消失す
ることのないよう勧奨に努めること。

m-2-14 1・見出し ｜鍋奨手続き照会対応

・手順 特定した債権者について、基礎年金番号情報や事業主
情報から債権者の現住所・現況を確認のうえ、債権の受
取人たる者に対して、勧奨状一式文書（様式4～6）を送
付し、償還請求を勧奨する。

還付金等未受領者リスト文はこれに代わる記録媒体に
勧奨の事蹟を肥録し保管すること。

・214 



業務処理名 ベ品ーン、． 項目 改正後 現行 改正理由 別添

（国民年金保険料還付 m-2-14 ・見出し 3品還請求の受付 国年旨 (5) 

請求書）
2012-151※ 

4砂手順 勧奨状を受け取った方から電話等による照会があった 事推指

場合は、債権の受取人であることを確認し、適宜必要な 2016-83 

添付書類等を説明のうえ、償還請求するよう伝えるこ
と。
債権の受取人である方から償還請求があった場合は、
償還請求書に受付印を押印のうえ、内容を点検する。

（点検事項）
0償還請求書に記入漏れ、押印漏れがないこと。
0償還請求にかかる国庫金送金通知書が添付されてい
ること。請求者が国庫金送金通知書を添付できないとき
は、この添付に代えて「国庫金送金通知書を提出できな
い理由書」が添付されており、添付できない適正な理由
の申し立て、請求者の住所及び氏名が記載され、押印さ
れていること。
O請求者が原債権者と一致していること。原債権者の住
所と照会し一致しない場合は、住所変更履歴などから同
一人であることを確認できる住民票の写し又は登記事項
誼明書が添付されていること。婚姻等により氏名が異な
る場合は、氏名変更履歴などから同一人であることを確
認できる戸籍抄本等が添付されていること。

0請求者が原債権者と異なる場合は、正当債権者であ
ることを証する書類が添付されていること。

m-2-14～15 10時効により受け取る権利が消滅していないか確認す
ること。また、時効期限を経過しているものの、勧奨によ
る時効中断措置により権利が消滅していない場合は、
勧奨事蹟記録など時効中断の措置の経過が判る書類
が添付されていること。

ill-2-15 1・見出し

｜奇O麗請求者が任意の書面により償還請求してきた場合、4砂手順
償還請求する旨や請求先、その他横式における必要事
項が記載されていることを確認し、受け付けること。

0請求行為の遅延により受付時点で既に時効が成立し
ている場合、その旨を請求者に伝えるとともに、請求書
の提出如何について意思確認を行うこと。請求書を提出
する旨の意思が示された場合は、請求書を受け付ける
とともに、 請求者へ説明した年月日及び時効成立につい
て、請求者へ説明済みである旨を任意の機式に記入し、
請求書に添付すること。この場合、後目、官署支出官か
ら請求者に対し、時効成立により支払できない旨を書面
で通知する。

13. 14 



業務処理名 ページ 項目 改正後 現行 改正理由 別添

（国民年金保障料還付 m-2-1s ・見出し ＠償還支払 国年指 (5) 

請求書） 2010-519※ 

・手順 内容点検の結果、請求書類が適正であると認めるとき 事推指

は、償還請求書及び添付書類をコピーのうえ、正副2部 2016・83

！こ『進達票Jを添えて、本部事業推進統括部へ送付す
る。
勧奨事踊記録に請求書の受付目及び進達目を記入す
る。
本部事業推進統括部にてとりまとめ、年金局事業管理
課へ進達する。

年金局は、償還請求書を調査のうえ償還すべきものと認
められるときは、償還支払を行う。
償還すべきではないと判断された場合や原債権の時効
が成立し支払を行えない場合は、その旨を請求者に通
知する。

M.・4
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｛国民年金保険料】

業務処理名 目次
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頁
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学生納付特例事務取扱申出書・記載事項等変
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機密性2完全性2可用性2（品質管理室）

改正箇所一覧（国民年金保険料） （別添）

業務処理名 ページ 項目 改正後 現行 改正理由 別添

学生納付特例事務取扱 II -10-62 リーフレット 0学生納付特例の代行事務にご協力いただける場 O学生納付特例の代行事務にご協力いただける湯 文言修正

申出書・！c載事項等変更 合、・・・（略）・・・。 合、・・・（略）・・・。
届 （大学等の所在地が複数箇所に及ぶ場合は、主たる所 （大学等の所在地が復数箇所に及ぶ場合は、主たる所
学生納付特例事務法人 在地を管轄する「機構本部地域部lが管轄となります） 在地を管轄する日本年金機備本部地域部が管鞘となり
指定申出書・記載事項等 ます）
変更属
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